
事 務 連 絡

平成２２年１月２５日

各都道府県財政担当課

各都道府県市町村担当課 御中

各指定都市財政担当課

総務省自治財政局財政課

平成２２年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等について

平成２２年度の国の予算につきましては、本年１月２２日閣議決定され、国会に

提出されたところであります。

この国の予算に関連して、現在平成２２年度の地方財政計画の策定を急いでいる

ところであり、現時点においては細部にわたり確定を見るに至っておりませんが、

地方公共団体の予算編成作業の状況にかんがみ、さしあたり現段階における地方財

政の見通し・予算編成上の留意事項等について、別紙のとおりお知らせいたします。

また、貴都道府県内の市町村に対しても速やかにその趣旨を御連絡いただくよう

お願い申し上げます。
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（別 紙）

第１ 国の予算等

政府は、昨年１２月１５日「平成２２年度予算編成の基本方針」（別添資料

第１）を閣議決定し、本年１月２２日に「平成２２年度の経済見通しと経済財

政運営の基本的態度」（別添資料第２）を閣議決定し、これに基づいて同日、

平成２２年度予算を閣議決定し、国会に提出した。

１ 平成２２年度予算は、「平成２２年度予算編成の基本方針」の次のような基

本的考え方により編成された。

(1) 予算編成の基本理念

予算編成とは、貴重な国民の税金をどのように用いるか、選択を行う作業

に他ならない。現在の国民のみならず、未来の国民に対しても責任を持つ選

択を行うのが政治の役割である。未来を創る子ども達のために必要な政策を

実行するため、政治が最大限の努力を行わなければならない。以下のような

基本理念に立ち、全閣僚、全政務三役が一丸となって、責任ある予算編成に

取り組むこととする。

① 「コンクリートから人へ」

② 「新しい公共」

③ 「未来への責任」

④ 「地域主権」

⑤ 経済成長と財政規律の両立

以上の基本理念のもとで予算を編成した上で、今後の経済運営に当たって

は、国民の暮らしに直結する名目の経済指標を重視するとともに、デフレの

克服に向けて日本銀行と一体となって強力かつ総合的な取組を行う。また、

平成２１年度第２次補正予算と平成２２年度予算を一体として切れ目なく執

行することにより、景気が再び落ち込むことを回避し、着実に回復させると

ともに、将来の安定的な成長につながる予算としていく。これにより、民需

は底堅く推移し、自律的な成長軌道に向けて、景気は緩やかに回復していく

ものとみられる。

(2) 平成２２年度予算の重点分野

新政権は、「人間のための経済」を目指す。何よりも人のいのちを大切に
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し、国民の生活を守る政治を行う。国民の暮らしを犠牲にしても経済合理性

を追求するという発想をとらず、国民の暮らしの豊かさに力点を置いた経済

・社会に転換していく。

こうした観点から、平成２２年度予算においては、子育て、雇用、環境、

科学・技術に特に重点を置く。

また、平成２２年度予算におけるマニフェストの主要事項の具体的な取扱

いについては、総理の統括のもと、国家戦略室及び「予算編成に関する閣僚

委員会」において検討し、責任ある結論を得ることとする。

(3) 予算編成過程を刷新する

国民主権とは、国民自らが国の政策決定に責任を持つことであり、物言え

ぬ将来の国民にツケを回すような無責任な財政運営を行ってはならない。同

時に、「依らしむべし、知らしむべからず」といった独善的な発想で、財政

規律の確保に失敗を重ねてきたことを、ほかならぬ政治と行政が深く反省し

なければならない。国民・納税者の視点に立ち、国民が自らの税金の使い途

を自ら精査し、自ら主体的に決定する、国民中心の予算編成を行い、予算の

効率化と財政の健全化を目指す。

① 事業仕分けの反映

新政権は、予算編成を国民に開かれたものとし、国民各層に、予算編成

過程を自らの問題として意識していただくことを目的に「事業仕分け」を

実施し、国民・納税者の視点から「しがらみ」を排して白地で予算・事業

の評価を行った。

この評価結果を踏まえ、平成２２年度予算編成において、内閣の責任で

歳出を大胆に見直す。その一方、殊に政治的判断を要する事業は、予算編

成の過程において必要な結論を得る。総じて、予算に盛られる事業につい

ては、国民の納得が得られるように十分な説明責任を果たす。

事業仕分けの結果、横断的見直しが必要な項目については、仕分け対象

事業のみならず横断的に事業の見直しを徹底する。平成２２年度予算への

事業仕分けの評価結果等の反映状況は、予算編成後速やかに公表する。

② 入るを量りて出ずるを制す

新政権は、「入るを量りて出ずるを制す」予算編成を行い、先に歳出あ
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りきで、足らざるを野放図に国債で埋めるというこれまでの予算編成の在

り方から脱却する。

その一環として、事業仕分けの評価結果の厳格な反映によって不要不急

の歳出の削減を行うとともに、特別会計について聖域なき見直しを断行し

た上で税外収入を確保し、これを最大限活用した予算編成を行う。

その上で、未来への責任を果たす財政運営を行う観点から、国債発行額

の水準についても、財政規律を重視する姿勢を明確に示すものでなければ

ならない。長期金利の急激な上昇を招かないよう、市場の発信を受け止め、

市場の信認を確保することが重要である。

他方、現在の厳しい経済状況にも鑑みれば、直近の財政拡大的な国債発

行の水準をある程度容認する必要がある。こうした観点から、平成２２年

度の国債発行額を、前政権が編成した平成２１年度第１次補正予算後の国

債発行額である約４４兆円以内に抑えるものとする。

③ 予算編成改革

新政権は、予算編成・執行プロセス自体を改革し、中長期的な予算の効

率化・財政健全化の枠組みを作る。このため、「予算編成等の在り方の改

革について」（平成２１年１０月２３日閣議決定）等に基づく改革の実現

に向けて取組を進める。とりわけ、政策評価や、施策の効果の客観的な検

証を予算編成に的確に反映させるために、国家戦略室が指針を示す。

また、来年前半には複数年度を視野に入れた中期財政フレームを作ると

ともに、中長期的な財政規律の在り方を含む「財政運営戦略」を策定し、

財政健全化への道筋を示す。その際、諸外国の取組も参考としながら、①

構造的な財政赤字の削減につなげる、②中長期的には公的債務残高の対GD

P比を安定的に縮減させていく、ことを念頭に置いて検討を進める。

２ このような方針に基づいて編成された平成２２年度の一般会計予算の規模は、

９２兆２，９９２億円（前年度比３兆７，５１２億円、４．２％増）で、一般

歳出は、５３兆４，５４２億円（前年度比１兆７，２３３億円、３．３％増）

となっている。なお、経済危機対応・地域活性化予備費が１兆円計上されてい

る。

財政投融資計画の規模は、１８兆３，５６９億円（前年度比２兆４，９３７
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億円、１５．７％増）となっている。

また、「平成２２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」において

は、平成２２年度の国内総生産は４７５．２兆円程度、名目成長率は０．４％

程度、実質成長率は１．４％程度となるものと見込まれている。

３ また、昨年１２月２２日に閣議決定された「平成２２年度税制改正大綱」に

おいては、税制全般の抜本改革を進めるに当たって、以下の視点に特に重点を

置くこととされている。

(1) 第一に、納税者の立場に立って「公平・透明・納得」の三原則を税制のあ

り方を考える際に常に基本とする。納税者の立場に立ったとき、好ましい税

制のあり方は、制度が公平で、かつ、制度の内容が透明で分かりやすく、そ

の制度に基づいて納税することについて納得できるものである必要がある。

(2) 第二に、「支え合い」のために必要な費用を分かち合うという視点を大事

にする。国民一人一人が頑張り、かつ、その結果が報われる社会であるべき

ことは大前提である。しかし、人はその人だけの頑張りによって生きられる

のではなく、様々な人と関わり互いに支え合うことにより、社会は成立して

いる。現在、我が国が抱える様々な問題を解決するためには、世代間および

世代内の両面にわたり、お互いに「支え合い」、共によりよい社会をつくっ

ていくという共通認識を持って、そのために必要な費用を社会全体で分かち

合うことが必要である。税制はまさにその費用の分かち合い方を決めるもの

である。

(3) 第三に、税制改革と社会保障制度改革とを一体的にとらえて、その改革を

推進する。年金の抜本改革をはじめとして、真に必要な人に重点的に手を差

し伸べることができるような社会保障制度へと改革を行う過程では、必ず税

制との役割分担の議論が生じる。したがって税制改革の議論を行うに際して

は、社会保障制度改革の議論とも平仄を合わせることが重要である。また、

例えば、政策税制を検討する場合においても、雇用機会の拡大につながるか

といった社会政策的な視点も今後は重要となる。

(4) 第四に、グローバル化に対応できる税制のあり方を考える。グローバル化

の進展により、「国は納税者である人や企業を囲い込むことができる」とい

うこれまでの前提が根本的に変化し、税制以外の判断要素もあるものの、担
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税力の高い者ほど納税する場所を自ら選択できる状況が生まれている。この

ような状況の中では税制の仕組みもそれに適合したものに変わっていかざる

を得ない。また地球温暖化をはじめとする環境問題や資源・エネルギー問題

といった地球規模の課題に対応するための税制のグリーン化などの取組も求

められている。

あわせて、税制の国際協調を推進していく。例えば各国において法人税率

の引下げが進む中、タックス・ヘイブンを利用した租税回避などに対応する

ためには、情報交換ネットワークの拡充等を通じた税に関する国際協調が求

められている。各国と協力し、国際的な税制面での協調促進によって、国際

的な税の争奪戦が起きない状況を目指す。

(5) 第五に、地域主権を確立するための税制を構築していく。地域再生のため

にはもちろんのこと、市民に一番身近な自治体が、自らの権限と責任で自ら

の税制のあり方を定め、そこから得られる税収によって住民が求める行政サ

ービスを提供することは、納税者としての意識を高め、税の無駄遣いを防ぐ

ことにもつながる。今後、地域主権を確立するためには、国と地方の役割分

担の大幅な見直しと併せて、それぞれの担う役割に見合った形へと国・地方

間の税財源の配分のあり方を見直す。

第２ 地方財政対策

平成２２年度においては、個人所得の大幅な減少や企業収益の急激な悪化等

により、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入が引き続き落ち込む一

方、社会保障関係経費の自然増や公債費が高い水準で推移すること等により、

定数削減や人事院勧告に伴い給与関係経費が大幅に減少してもなお、財源不足

が過去最大の規模に拡大するものと見込まれた。

一方、「平成２２年度予算編成の基本方針」においては、「地域のことは、

地域で決める」、地域主権の確立に向けた制度改革に取り組むとともに、地域

に必要なサービスを確実に提供できるよう、地方財政の所要の財源を確保する

ことで、住民生活の安心と安全を守るとともに地方経済を支え、地域の活力を

回復させていくこととされた。

このような方針に沿って講じることとした地方財政対策の概要は次のとおり
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である。

１ 地方交付税の対前年度比１．１兆円の増額

「地域主権改革」の第一歩として地方が自由に使える財源を増やし、地方公

共団体が地方のニーズに適切に応えられるようにするため、地方の自主財源の

充実、強化を図ることとし、地方交付税総額を対前年度比で１兆７３３億円増

額確保している。

これと併せて、地方公共団体が地域のニーズに適切に応えられるよう、当面

の地方単独事業等の実施に必要な歳出として、地方財政計画の歳出に、特別枠

「地域活性化・雇用等臨時特例費」（９，８５０億円）を計上している。

なお、「地域活性化・雇用等臨時特例費」の創設に伴い、既往の「地域雇用

創出推進費」（５，０００億円（平成２１年度））は廃止することとしている。

２ 財源不足とその補てん措置

平成２２年度においては、個人所得の大幅な減少や企業収益の急激な悪化等

により、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入が大幅に減少するほか、

交付税特別会計借入金の償還が開始される予定であること、公債費が依然高水

準であることや社会保障関係経費の自然増などにより、経費全般について徹底

した節減合理化に努めたが、過去最大の１８兆２，１６８億円の財源不足が生

じ、平成８年度以来１５年連続して、「地方交付税法」（昭和２５年法律第

２１１号）第６条の３第２項の規定に該当する財源不足を生じることとなった。

このため、平成２２年度の地方財政対策においては、平成２２年度単年度の

措置として、平成２１年度までと同様、財源不足のうち建設地方債（財源対

策債）の増発や「３ 地方交付税の総額」で後述する別枠の加算（１兆４，

８５０億円）等を除いた残余については国と地方が折半して補てんすることと

し、国負担分については、国の一般会計から交付税特別会計への繰入による加

算（臨時財政対策加算）により、また、地方負担分については、「地方財政

法」（昭和２３年法律第１０９号）第５条の特例となる地方債（臨時財政対策

債）により補てん措置を講じることとするとともに、臨時財政対策債の元利償

還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の基準財政需要額に算入

することとしたところである。

上記の考え方に基づき、平成２２年度の財源不足額１８兆２，１６８億円の
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うち、「折半対象前財源不足」について、

① 一般公共事業債等の充当率の臨時的引上げ等による建設地方債（財源対策

債）の増発 １兆 ７００億円

② 地方交付税の増額 ４兆 ５１９億円

ア 平成２１年度以前の地方財政対策に基づき「地方交付税法」の定めると

ころにより平成２２年度に加算することとされている額（以下「既往法定

分」という。）の交付税特別会計への繰り入れ ７，５６１億円

イ 平成２０年度分の精算の平成２４年度以降への繰り延べ

６，５９６億円

ウ 平成２２年度に予定されていた交付税特別会計借入金の償還の平成２８

年度以降への繰り延べ ７，８１２億円

エ 交付税特別会計剰余金の活用 ３，７００億円

オ 「３ 地方交付税の総額」で後述する別枠の加算の交付税特別会計への

繰り入れ １兆４，８５０億円

③ 地方が負担する臨時財政対策債の元利償還等に係る臨時財政対策債の発行

２兆３，１８９億円

により補てんすることとした。その上で、これらを除く、１０兆７，７６０億

円について、国と地方が折半してそれぞれ補てん措置を講じることとしている。

その他の留意点は以下のとおりである。

(1) 国の一般会計からの既往法定分の加算額７，５６１億円の内訳は、「地方

交付税法」附則第４条の２第３項（平成１９年度における国から地方公共団

体への税源移譲に伴う地方交付税総額の減少影響の緩和措置額）に基づく加

算額８６６億円及び同条第４項（公共事業等臨時特例債の利子負担額等）に

基づく加算額６，６９５億円であること。

(2) 折半対象財源不足額（１０兆７，７６０億円）のうち国負担分５兆３，

８８０億円については、臨時財政対策加算により補てん措置を講じることと

していること。

(3) 平成２２年度における臨時財政対策債の発行額は、折半対象財源不足額の

うち地方負担分（５兆３，８８０億円）に地方の負担である既往の臨時財政

対策債の元利償還等に係る次の発行額の合算額（２兆３，１８９億円）を加
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えた７兆７，０６９億円とすることとしていること。

平成２２年度においては、臨時財政対策債の急増への対応として、財政力

の弱い地方公共団体に配慮し、財源調整機能を強化する観点から、発行可能

額の算出方法を見直し、全ての団体に対して人口を基礎として算出する現行

方式に加えて、各団体の財源不足額及び財政力を考慮して算出する新方式を

導入することとしていること。

ア 平成１３年度以降に発行した既往の臨時財政対策債の元利償還に起因す

る財源不足額 １兆６，７８９億円

イ 地方財政計画歳出の投資的経費（単独）及び一般行政経費（単独）と決

算との一体的かい離是正分の一般財源に相当する額のうち次の合算額

４，４００億円

① 平成１８年度是正分 ２，０００億円（平成１８年度是正分の一般財

源相当額１兆円の５分の１）

② 平成１９年度是正分 ２，４００億円（平成１９年度是正分の一般財

源相当額６，０００億円の５分の２）

なお、上記①及び②の一体的かい離是正分については、それぞれ当初

の発行年度以降５年間で段階的に地方税、地方交付税等の一般財源によ

る措置（財源不足が生じる場合には国と地方が折半して補てん）に移行

することとしており、この間において、本来であれば国負担となる分と

の差額については、後年度に地方交付税総額に加算することにより調整

することとしていること。

ウ 地方再生対策費分 ２，０００億円

３ 地方交付税の総額

投資的経費（単独）の減を踏まえ、当面の地方単独事業等の実施に必要な特

別枠「地域活性化・雇用等臨時特例費」の創設による別枠の加算（９，８５０

億円）及び平成２１年度において別枠で加算した１兆円のうち平成２２年度に

協議することとされていた地域雇用創出推進費以外の５，０００億円の加算

（平成２０年１２月１８日付け総務・財務両大臣覚書第３項）の継続により、

地方交付税を１兆４，８５０億円増額した上で、地方税や地方交付税の原資と

なる国税５税の大幅な減収に対して国と地方が折半して補てんする措置等を講
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じた結果、平成２２年度の地方交付税の総額は前年度に比し１兆７３３億円増

の１６兆８，９５５億円（前年度比６．８％増）となるとともに、臨時財政対

策債を含めた実質的な地方交付税の総額は前年度に比し３兆６，３１６億円増

の２４兆６，００４億円（前年度比１７．３％の増）となっている。

なお、平成２０年度分の精算（６，５９６億円の減額）については、全額を

繰り延べ、各年度の法定加算の額を考慮して、平成２４年度においては２，

６３８億円、平成２５年度においては１，９７９億円、平成２６年度おいては

１，３１９億円、平成２７年度においては６６０億円を地方交付税の総額から

減額することとしている。

更に、将来的な精算額の平準化を図る観点等から、平成２０年度補正予算

（第２号）に係る地方財政措置として臨時財政対策債の発行に代えて国の一般

会計から加算された額（１兆２，４１０億円）については、現行の精算期間等

を見直し、平成２４年度から平成３８年度の１５年間においてそれぞれ８２７

億円を法定加算額等の範囲内で減額することとしている。

また、次の(1)から(4)までに掲げる額の合計額については、新たに平成２８

年度以降の地方交付税の総額に加算することとし、その旨法律に定めることと

している（法定加算）。

(1) 平成４年度までの投資的経費に係る国庫補助負担率の引下げ措置に伴い一

般会計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額等

１，６４８億円

(2) 平成５年度の投資的経費に係る国庫補助負担率の見直しに関し、一般会計

から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額 ３億円

(3) 平成９年度の地方消費税の未平年度化の影響に関し、一般会計から交付税

特別会計に繰り入れることとしていた額 ４０億円

(4) 昭和６１年度、平成４年度から平成８年度までの間及び平成１０年度にお

ける交付税特別会計借入金に関し、一般会計から交付税特別会計に繰り入れ

ることとしていた利子相当額 ７０億円

４ 地方税制改正

平成２２年度の地方税制改正においては、支え合う社会を実現するとともに、

経済・社会の構造変化に対応し、国民が信頼できる税制を構築する観点からの
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税制全般にわたる改革の一環として、個人住民税における扶養控除の見直し、

軽油引取税等の現行の１０年間の暫定税率を廃止した上で、当分の間、現在の

税率水準の維持、地方のたばこ税の税率の引上げ、地方税における税負担軽減

措置等の適用状況等に関する報告書を国会に提出する措置の創設を行うととも

に、税負担軽減措置等の整理合理化等を行うこととし、所要の措置を講じるこ

ととしている。

また、「平成２２年度税制改正大綱」では、「地域主権の確立に向けた地方

税財源のあり方」について、以下の改革の方向性が示されている。

(1) 国と地方の税源配分のあり方の見直し

地域主権改革を推進し、国の役割を限定して、地方に大幅に事務事業の権

限を移譲する。国と地方の役割分担を踏まえるとともに、地方が自由に使え

る財源を拡充するという観点から国・地方間の税財源の配分のあり方を見直

す。

社会保障など地方行政を安定的に運営するための地方消費税の充実など、

税源の偏在性が少なく、税収が安定的な地方税体系を構築する。

(2) 地方税に関する国の関与のあり方の見直し

地方自治体が事務事業のみならず税の面でも創意工夫を活かすことができ

るよう、課税自主権の拡大を図る。

(3) 地方の意見を反映する仕組みの構築

国が地方に優越する上下関係から、対等の立場で対話していける新たなパ

ートナーシップ関係に転換する。そのために、国と地方が対等に協議する場

の法制化の議論との関連を整理しつつ、地方税制に関する地方の声を十分反

映できる仕組みを検討する。

５ 地方財政の規模

平成２２年度の地方財政の歳入歳出規模（地方財政計画ベース）は８２兆１，

２００億円程度（前年度比４，３００億円程度、０．５％程度の減）、歳出の

うち公債費（公営企業繰出金中企業債償還費普通会計負担分を含む。）及び不

交付団体水準超経費を除く地方一般歳出の規模は６６兆３，２００億円程度

（前年度比１，０００億円程度、０．２％程度の増）となる見込みである（別

添資料第３）。
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また、平成２２年度の地方財政計画においては、一般財源（地方税、地方譲

与税、地方特例交付金、地方交付税及び臨時財政対策債の合計額をいう。）の

総額は５９兆４，１０３億円（前年度比３，３１７億円、０．６％の増）とな

る見込みであり、一般財源から不交付団体水準超経費に相当する額を控除した

額は５８兆７，６００億円程度（前年度比９，６００億円程度、１．７％程度

の増）となる見込みである。

なお、地方債依存度は１６．４％程度（平成２１年度１４．３％）となる見

込みであり、交付税特別会計借入金残高を含む地方財政の平成２２年度末借入

金残高は２００兆円程度（平成２１年度末１９８兆円程度）となる見込みであ

る。

第３ 予算編成の基本的考え方

「平成２２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」によれば、平成

２１年度の我が国経済は、失業率が高水準で推移するなど厳しい状況にあるが、

持ち直していくと見込まれる一方、物価の動向を見ると、緩やかなデフレ状況

にあり、消費者物価は、大幅な供給超過、前年度の原油価格高騰の反動等から、

４年ぶりに下落に転じるとされている。

政府は、景気の持ち直しの動きを確かなものとするため、「明日の安心と成

長のための緊急経済対策」（平成２１年１２月８日閣議決定）を着実に実施す

ることとし、これに伴う平成２１年度第２次補正予算と平成２２年度予算を一

体として切れ目なく執行することとしている。平成２２年度予算においては、

子育て、雇用、環境、科学・技術に特に重点を置き、国民の付託に応えて主要

施策の実施に取り組むとともに、「新成長戦略（基本方針）～輝きのある日本

へ～」（平成１２年１２月３０日閣議決定）の推進を通じて、成長のフロンテ

ィアを拡大し、新たな需要と雇用を創造していくこととしている。さらに、経

済成長と財政規律を両立させ、経済成長や国民生活の安定、セーフティネット

の強化という観点からも、財政の持続可能性を高めていくこととしている。な

お、経済動向を引き続き注視し、必要な場合には、果断に対応することとして

いる。また、今後の経済財政運営に当たっては、国民の暮らしに直結する名目

の経済指標を重視するとともに、デフレの克服に向けて日本銀行と一体となっ



- 12 -

て強力かつ総合的な取組を行うこととしている。

平成２２年度の我が国経済については、景気は緩やかに回復していくと見込

まれる。これは、「明日の安心と成長のための緊急経済対策」や平成２２年度

予算に盛り込まれた家計を支援する施策等により、民間需要が底堅く推移する

ことに加え、世界経済の緩やかな回復が続くと期待されるからである。物価は、

大幅な供給超過の下で、マイナス幅が縮小するものの緩やかな下落が続くと見

込まれる。また、失業率は高止まるとみられる。

なお、先行きのリスクとして、雇用情勢の一層の悪化、デフレ圧力の高まり

による需要低迷、海外景気の下振れ、為替市場の動向等に留意する必要がある。

そうした中で、明年度の地方財政は、地方財政計画の歳出の見直しに努めて

もなお財源不足が過去最大の規模に拡大する状況にある。社会保障関係経費の

自然増が見込まれることに加えて、地方財政の借入金残高は平成２２年度末に

２００兆円と見込まれ、今後、その償還負担が高水準で続くところであり、将

来の財政運営が圧迫されることが強く懸念されている。

その一方、住民生活の安心と安全を守るとともに地方経済を支え、地域の活

力を回復させていく必要がある。

このような現状を踏まえ、平成２２年度の予算編成に当たりご留意いただき

たい点は、以下のとおりである。

１ 平成２２年度の国内総生産の成長率は、名目０．４％程度、実質１．４％程

度と見込まれているが、景気の動向は地域や業種によって異なるものと考えら

れる。

２ 地域主権に関する政策を検討、推進するため、昨年１１月１７日に、内閣総

理大臣を議長とする「地域主権戦略会議」が設置され、１２月１５日には、地

域主権改革の第一弾として、義務付け・枠付けを見直すとともに条例制定権を

拡大すること、国と地方の協議の場を法制化すること、今後の地域主権改革の

推進体制を強化することを盛り込んだ地方分権改革推進計画が閣議決定されて

いる。

３ 地域主権型社会を確立するためには、国民の理解と信頼を得ることが不可欠

であり、国と地方公共団体が協調して行財政改革に取り組むとともに、適切に

説明責任を果たすことが重要であると考えられる。
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各地方公共団体においては、平成２２年度以降も、安全かつ良質な公共サー

ビスが、確実、効率的かつ適正に実施されるよう、引き続き自主的に行政改革

に取り組むことが必要と考えられるのでご配慮いただきたい。

４ 定員及び給与については、定員管理及び給与水準等の適正化を図り、公務の

能率的運営を推進することが重要であると考えられるので、次の事項にご留意

いただきたい。

(1) 定員については、住民への説明責任を果たしながら、地域の実情に応じて、

適正な定員管理の推進にご配意いただきたいこと。

(2) 給与については、地域の実情を踏まえつつ、地方公務員法の趣旨に則って

決定する必要があるが、その際、特に次の事項にご留意いただきたいこと。

ア 地域手当について、国における指定基準に基づく支給割合を超えて支給

している団体、支給地域に該当していない地域において支給している団体

等、地域民間給与の適切な反映等を内容とする国家公務員の給与構造改革

を踏まえた給与構造の見直しが適切に実施されていない団体においては、

速やかに実施することが重要であると考えられること。

イ 人事委員会機能を発揮することなどにより、地域の民間給与をより的確

に反映することが重要であると考えられること。

ウ 技能労務職員の給与については、民間の同一又は類似の職種に従事する

者との均衡等に留意し、適正な給与制度・運用とすることが重要であると

考えられること。

エ 以上のほか、級別職務分類表に適合しない級への格付けを行っている場

合その他実質的にこれと同一の結果となる級別職務分類表又は給料表を定

めている場合（いわゆる「わたり」を行っている場合）、退職手当につい

て退職時の特別昇給を廃止していない場合等、給与や諸手当において不適

正な制度・運用がある場合には、その適正化を図ることが重要であると考

えられること。

(3) 給与及び定員管理の状況の公表については、給与情報等公表システムによ

り、住民等が団体間の比較分析を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示

を行うことにご留意いただきたいこと。

(4) 職員の人材育成については、国の人事評価制度・運用も参考としつつ、公
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正かつ客観的な人事評価システムの構築に早急に取り組むとともに、勤務実

績の給与への適切な反映を図ることにご留意いただきたいこと。

(5) 職員に対する福利厚生事業については、住民の理解が得られるものとなる

よう、点検・見直しを図るとともに、事業の実施状況等の公表を行うことに

ご留意いただきたいこと。

５ 公金の取扱いについては、「公金の取扱いの適正化等について」（平成２１

年１１月１２日付け総務事務次官通知）等で通知しているところであるが、経

費の支出が関係法令等に則って適切に処理されているかを自主的に点検し、適

正な予算執行を確保するための改善措置を講じるとともに、監査等の監視機能

の強化等を通じ、適正かつ公正な財務運営及び厳正な服務規律を確保すること

にご留意いただきたい。

６ 予算計上及び予算執行については、関係法令に則り適正に行う必要があるが、

特に、一時借入金や外部団体等に対する短期貸付金については、近年における

事例を踏まえ、出納整理期間の趣旨を逸脱することのないよう、適正な財務処

理を再確認することにご留意いただきたい。また、基金から一般会計に会計年

度を越える繰替運用を行うという事例が見受けられるが、「地方自治法」（昭

和２２年法律第６７号）第２４１条及びそれぞれの基金設置条例の趣旨を逸脱

したものとなることのないよう、その運用の実態を再確認し、必要なものにつ

いてはその適正化を図ることにご留意いただきたい。なお、年度を越える繰替

運用については、「地方自治法施行規則」（昭和２２年内務省令第２９号）第

１６条の２に規定する財産に関する調書等により、実態を反映した情報開示を

行うことが必要であることにご留意いただきたい。また、国営土地改良事業に

対する負担金等を含め、債務負担行為の設定が必要なものについては、その債

務負担行為の予算への計上にご留意いただきたい。

７ 財政情報の開示については、引き続き決算の早期開示、また、「財政状況等

一覧表」、「財政比較分析表」、「歳出比較分析表」等の活用を通じて、住民

等により分かりやすい情報開示にご配慮いただきたい。

８ 公会計の整備については、住民への情報開示を一層進める観点から、「新地

方公会計制度実務研究会報告書」（平成１９年１０月１７日公表）における

「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデル」の活用や、「公会計の整備推進
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について」（平成１９年１０月１７日付け自治財政局長通知）の内容を踏まえ、

連結財務書類４表の早期整備を要請しているところであり、必要な説明や分析

を加えた分かりやすい公表にご配慮いただきたい。

９ 公債費負担対策

公的資金補償金免除繰上償還措置については、深刻な地域経済の低迷等の事

態を踏まえ、３年間延長することとし、財政健全化計画又は公営企業経営健全

化計画を策定し、徹底した行政改革・経営改革を行う地方公共団体を対象に、

平成２２年度から３年間で１．１兆円規模の公的資金（旧資金運用部資金、旧

簡易生命保険資金、旧公営企業金融公庫資金）の補償金免除繰上償還を行い、

高金利の地方債の公債費負担を２，４００億円程度軽減（推計値）する措置を

講ずることとしている。

(1) 旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金の繰上償還

平成２２年度から平成２４年度までの間において、普通会計債及び公営企

業債（上水道、簡易水道、工業用水道、下水道、地下鉄、病院）の年利５％

以上の地方債を対象として、年利段階に応じ、市町村合併、財政力指数、実

質公債費比率、将来負担比率や公営企業資本費等に基づいて段階的に対象団

体を設定し、６，２００億円以内の旧資金運用部資金及び２，０００億円以

内の旧簡易生命保険資金の補償金免除繰上償還を行うこととしていること。

(2) 旧公営企業金融公庫資金の繰上償還

平成２２年度から平成２４年度までの間において、普通会計債（公営住宅、

旧臨時地方道、旧臨時河川等、旧臨時高等学校）及び公営企業債（上水道、

工業用水道、下水道、地下鉄）の年利５％以上の地方債を対象として、年利

段階に応じ、市町村合併、財政力指数、実質公債費比率、将来負担比率や公

営企業資本費等に基づいて段階的に対象団体を設定し、３，２００億円以内

の旧公営企業金融公庫資金の補償金免除繰上償還を行うこととしていること。

(3) その他

(1)及び(2)の繰上償還については、その財源として、必要に応じ借換債を

発行できることとしていること。

10 地域主権型社会を確立するためには、行財政制度のみならず、個々人の生活

や地域の経済における基本問題であるエネルギーや食糧の供給構造も考慮した、
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地域主権を目指すことが求められている。そのため、それぞれの地域で様々な

主体が協働・連携して、豊かな自然環境、地域において生産される食料、再生

可能なクリーンエネルギー、歴史文化資産等の地域資源や域内での資金循環等

を最大限活用し、地域の活性化、絆の再生を図ることにより、地域から人材、

資金が流出する中央集権型の社会構造を、分散自立型・地産地消型としていく

ことにより、「地域の自給力と創富力を高める地域主権型社会」への転換を目

指す、「緑の分権改革」を地域主権改革の重要な柱として推進していくことと

しているので、それぞれの地方公共団体で「緑の分権改革」への対応、協力を

お願いしたい。

11 現行の「過疎地域自立促進特別措置法」（平成１２年法律第１５号）につい

ては、各会派間の協議が整い、平成１７年国勢調査の結果に基づく過疎地域の

要件の追加、過疎対策事業債の対象の追加、法律の失効期限を６年間延長する

ことなどを内容とする「過疎地域自立促進特別措置法の一部を改正する法律

案」が議員立法により通常国会に提出される予定である。

12 定住自立圏構想については、地域住民の生活実態やニーズに対応し圏域ごと

にその生活に必要な機能を確保して、地域住民の生命と暮らしを守る取組を支

援するため、定住自立圏共生ビジョンを策定した中心市及びその周辺市町村の

取組に対する包括的な財政措置、外部人材の活用に対する財政措置などを講じ

ることとしている。

13 地域の人材力活性化については、平成２２年度においても、引き続き、地域

人材力活性化事業として先進市町村で活躍している職員や民間専門家の紹介・

派遣などを実施するとともに、地域力創造のための外部人材の活用に対する財

政措置を講じることとしている。

なお、「頑張る地方応援プログラム」については、当初予定されていたプロ

ジェクト募集期間の満了に伴い終了となるが、成果指標を用いた普通交付税の

算定については、平成２２年度から平成２４年度までの間、激変緩和として一

定の措置を講じることとしている。また、企業立地促進法に基づく減収補てん

措置等については、引き続き、所要の措置を講じることとしている。

14 平成１１年以来、全国的に市町村合併が積極的に推進されてきた結果、平成

１１年３月３１日に３，２３２であった市町村数が、平成２２年３月３１日に
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は１，７３０まで減少する予定である（平成２２年１月２５日時点における見

込み）。

この平成１１年以来の全国的な合併推進運動については、１０年が経過して

いること、これまでの経緯や市町村を取り巻く状況を踏まえ、「市町村の合併

の特例等に関する法律」（平成１６年法律第５９号。以下「合併特例法」とい

う。）の期限である平成２２年３月３１日までで一区切りをつけることとして

いる。

そのため、国、都道府県による積極的な関与等の合併推進のための措置を廃

止するとともに、引き続き行財政基盤強化のため自主的に合併を選択する市町

村の合併が円滑に行われるよう、障害除去を中心とした内容に改正する「市町

村の合併の特例等に関する法律の一部を改正する法律案」を通常国会に提出す

る予定である。

また、平成２１年度までに合併した市町村については、そのまちづくりを支

援するため、引き続き、所要の地方財政措置を講じることとしている。

15 子ども手当については、平成２２年度の暫定措置として、中学校修了までの

児童を対象に、１人につき月額１３，０００円を支給することとしている。平

成２２年度においては、「児童手当法」（昭和４６年法律第７３号）を現行の

まま存続させ、児童手当分については国、地方、事業主が費用を負担し、残り

の部分については全額国庫負担としている。

なお、支給に当たり、受給資格者が子ども手当を支給する市町村に簡便に寄

附できる仕組みを設けることとしている。

これらを内容とする「平成二十二年度における子ども手当の支給に関する法

律案（仮称）」が通常国会に提出される予定である。

また、子ども手当の費用負担のあり方については、所得税・住民税の年少扶

養控除の廃止等に伴う地方財政の増収分等が、国と地方の負担調整により、最

終的には子ども手当の財源として活用されるという趣旨を踏まえつつ、平成

２２年度において、地域主権を進める観点等から、地方が主体的に実施するサ

ービス給付等に係る国と地方の役割分担、経費負担のあり方と合わせて「地域

主権戦略会議」等で議論を行い、必要な措置を講ずることとしている。

16 高校の実質無償化については、公立高等学校については授業料を不徴収とし、
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設置者である地方公共団体が徴収していた授業料相当額を国費により負担する

こととしている。また、私立学校等の生徒については、高等学校等就学支援金

として授業料について一定額を国費により助成することとし、教育費負担を軽

減することとしている。

これらを内容とする「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就

学支援金の支給に関する法律案（仮称）」が通常国会に提出される予定である。

17 国民健康保険制度の財政基盤の強化等

国民健康保険に対して、財政基盤の強化のための支援措置を次のとおり講じ

ることとしている。

(1) 都道府県が、市町村の国保財政安定のために必要な取組等に対し交付する

都道府県調整交付金（給付費等の７％（５，１０８億円））については、引

き続き、その所要額について地方交付税措置を講じることとしていること。

(2) 保険料軽減制度については、国保被保険者の保険料負担の緩和を図る観点

から、引き続き、その所要額（３，３９３億円（都道府県３／４、市町村

１／４））について地方交付税措置を講じることとしていること。

(3) 以下の制度については、平成２１年度までの暫定措置とされていたが、今

後も国民健康保険事業は厳しい財政運営が続くと見込まれることから、平成

２５年度までの間、継続することとし、引き続き、その所要額について地方

交付税措置を講じることとしていること。なお、新たな高齢者医療制度の検

討に合わせて、必要に応じ、途中年度においても、国民健康保険制度の財政

基盤強化策の見直しを行うこととしていること。

① 保険者支援制度（７６６億円（国１／２、都道府県１／４、市町村

１／４））

② 高額医療費共同事業（２，５８５億円（国１／４、都道府県１／４、市

町村国保１／２））

③ 国保財政安定化支援事業（１，０００億円（市町村単独））

(4) 以上のほか、妊娠・出産に係る負担軽減のための緊急対策として昨年１０

月から国庫補助事業として実施されている出産育児一時金の額の引き上げに

ついては、引き上げ分に係る地方負担分の２／３の額を一般会計繰出しの対

象経費とし、所要の地方交付税措置を講じることとしていること。
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18 後期高齢者医療制度の円滑な実施

後期高齢者医療制度については、実施主体である広域連合の財政基盤の強化

のための支援措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 保険料軽減制度については、後期高齢者の被保険者の保険料負担の緩和を

図るとともに、被用者保険の被扶養者であった被保険者の保険料軽減を行う

ため、引き続き、その所要額（２，２３２億円（都道府県３／４、市町村

１／４））について地方交付税措置を講じることとしていること。

なお、７０歳から７４歳までの窓口負担軽減措置、低所得者の保険料軽減

措置（均等割９割・８．５割、所得割５割軽減）及び被用者保険の被扶養者

であった被保険者の保険料軽減措置（均等割９割軽減）については、後期高

齢者医療制度を廃止するまでの間、継続することとされていること。このう

ち、７０歳から７４歳までの窓口負担軽減措置及び低所得者の保険料軽減措

置に伴う平成２２年度分の財政措置については、全額国費により対応するこ

ととし、平成２１年度第２次補正予算案に所要額を計上していること。また、

被用者保険の被扶養者であった被保険者の保険料軽減措置に伴う平成２２年

度分の財政措置については、均等割９割軽減のうち４割分については国費に

より措置することとし、所要額を平成２１年度第２次補正予算案に計上する

とともに、均等割９割軽減のうち５割分については、引き続き、地方交付税

措置を講じることとしていること。

(2) 以下の制度については、その所要額について地方交付税措置を講じること

としていること。

① 高額医療費負担金（１，１０６億円（国１／４、都道府県１／４、広域

連合１／２））

② 財政安定化基金（３２４億円（国１／３、都道府県１／３、広域連合

１／３））

③ 不均一保険料助成（９億円（国１／２、都道府県１／２））

(3) 実施主体である広域連合に対する市町村分担経費、市町村の施行事務経費

及び都道府県の後期高齢者医療審査会関係経費等について、引き続き、地方

交付税措置を講じることとしていること。

(4) 医療費の適正化を図るため、引き続き、広域連合が行う健康診査事業の市



- 20 -

町村負担について地方交付税措置を講じることとしていること。

19 平成２１年１２月から復活した生活保護の母子加算については、平成２２年

度においても引き続き支給することとされており、当該加算分も含めた生活保

護費に係る地方負担について地方交付税措置を講じることとしている。

20 児童扶養手当については、平成２２年８月から、父子家庭の父を支給対象に

加えることとしており、当該拡充分も含めた児童扶養手当に係る地方負担につ

いて地方交付税措置を講じることとしている。

21 肝炎対策については、「肝炎対策基本法」（平成２１年法律第９７号）が平

成２２年１月１日より施行されたことを踏まえ、肝炎治療に係る自己負担限度

額の引き下げなど医療費助成を拡充することとされており、当該拡充分も含め

た肝炎対策に係る地方負担について地方交付税措置を講じることとしている。

22 がん検診については、「がん対策推進基本計画」（平成１９年６月閣議決

定）等を踏まえ、受診率の向上のために要する経費について、引き続き地方交

付税措置を講じることとしている。

なお、女性特有のがん検診推進事業については、子宮頸がん及び乳がん検診

の検診費用等に係る地方負担について、地方交付税措置を講じることとしてい

る。

23 障害者の利用者負担軽減については、障害者自立支援法廃止後の新たな総合

的な制度を創設するまでの間、低所得（市町村民税非課税）の障害者等につい

て、福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料とすることとされており、

これらに係る経費も含めた障害福祉サービス等に係る地方負担について地方交

付税措置を講じることとしている。

24 地域医療提供体制の確保

地域の医師不足等が深刻である状況を踏まえ、全国どこの地域においても安

心した医療を受けられる地域医療の確立のため、医師確保等に要する経費につ

いての支援措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 都道府県が実施する医学部生に対する奨学金貸与事業及び後期研修医に対

する修学資金等貸与事業については、各都道府県の地域医療再生計画に基づ

く、地域の医師確保のための医学部入学定員増に係る奨学金も含めて地方交

付税措置を講じることとしていること。
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(2) 過酷な夜間・休日の救急を担う勤務医や産科医・新生児科医等の手当への

財政支援や勤務医等の勤務状況の改善・業務負担の軽減など、医師確保対策

等の推進に係る国庫補助事業の地方負担について、地方交付税措置を講じる

こととしていること。

25 直轄事業負担金制度の廃止への第一歩として、平成２２年度から維持管理に

係る負担金制度を廃止することとし、通常国会に、「国の直轄事業に係る都道

府県等の維持管理負担金の廃止等のための関係法律の整備に関する法律案（仮

称）」が提出される予定である。ただし、経過措置として、平成２２年度に限

り、維持管理のうち特定の事業に要する費用については、その対象を明確にし

た上で、地方から負担金（５７９億円（前年度比１，１５６億円減））を徴収

するが、平成２３年度には維持管理費負担金を全廃することとしている。

また、直轄事業負担金の業務取扱費を廃止し、あわせて国土交通省及び農林

水産省の公共事業に係る補助金の事務費も廃止することとしている。当該補助

事業の実施に直接必要な事務費については、当該補助事業と同一の地方債の対

象とすることとしている。

26 公共事業について、地方公共団体の自由度を高めるため、これまでの個別補

助金を原則廃止し、社会資本整備総合交付金（仮称）（既存交付金とあわせて

２．２兆円）及び農山漁村地域整備交付金（仮称）（１，５００億円）を創設

することとされている。

27 軽油引取税及び自動車取得税に係る現行の１０年間の暫定税率は廃止した上

で、原油価格等が安定的に推移していること、地球温暖化対策との関係に留意

する必要があること等から、当分の間、現在の税率水準を維持することとして

いる。

なお、軽油引取税については、燃油価格の動向の指標となるガソリン価格の

平均が、連続３ヶ月にわたり、１リットルにつき１６０円を超えることとなっ

た場合には本則税率を上回る部分の課税を停止することとし、この場合におい

て、ガソリン価格の平均が、連続３ヶ月にわたり、１リットルにつき１３０円

を下回ることとなった場合には、元の税率水準に復元することとしている。

また、自動車重量譲与税については、自動車重量税の暫定税率による上乗せ

分の国分の約２分の１に相当する規模の税負担の軽減に伴い地方に減収が生じ
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ないよう、譲与割合を３分の１から１，０００分の４０７へ引き上げることと

している。

28 地域力創造対策、地域情報化推進事業、中小企業金融対策、消費者行政費、

公共・公用施設の地上デジタル放送移行対策、農山漁村地域活性化対策、森林

・林業振興対策、準要保護児童生徒に対する就学援助、特別支援教育の充実、

教育教材の整備推進、国際化推進対策（外国青年招致事業を含む。）、新型イ

ンフルエンザ対策、特定疾患治療研究事業及び小児慢性特定疾患治療研究事業、

子育て支援事業、妊婦検診、認定こども園、公共施設等耐震化事業、国民保護

対策（Ｊ－ＡＬＥＲＴ運営経費を含む。）、消防広域化支援対策及び高規格救

急自動車整備促進事業等については、引き続き地方交付税等による措置を講じ

ることとしている。なお、以下の点にご留意いただきたい。

(1) 「地域情報化推進事業」のうち、電子自治体の推進等に要する経費につい

て、引き続き地方交付税措置を講じることとしていること。なお、住民基本

台帳カードの普及を通じて、電子自治体の推進並びに住民サービスの向上及

び市区町村事務の効率化を図るため、住民基本台帳カードの交付手数料の無

料化に要する経費に対し、引き続き地方交付税措置を講じることとしている

こと。また、外国人住民を住民基本台帳法の適用対象に加える「住民基本台

帳法の一部を改正する法律」（平成２１年法律第７７号）の施行に対応する

ため、市町村における既存住民基本台帳システムの改修等に係る経費につい

て、所要の地方交付税措置を講じることとしていること。

(2) 「農山漁村地域活性化対策」のうち、平成２１年度までとされていた「中

山間地域等直接支払交付金」については、高齢農家も安心して参加できる地

域ぐるみの取組を要件とするなど、より取り組みやすい制度に見直しを行っ

た上で、平成２６年度まで継続することとされており、これに伴い地方単独

事業に要する経費に対しても引き続き地方交付税措置を講じることとしてい

ること。

また、同様に平成２１年度までとされていた「離島漁業再生支援交付金」

については、平成２６年度まで継続することとされており、これに伴い地方

単独事業に要する経費に対しても引き続き地方交付税措置を講じることとし

ていること。
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(3) 「森林・林業振興対策」のうち、公有林における作業道の整備に要する経

費について、地方交付税措置を拡充することとしていること。

(4) 「準要保護児童生徒に対する就学援助」については、市町村における援助

の状況等を踏まえ、地方財政措置を拡充することとしていること。

(5) 「特別支援教育の充実」については、公立小中学校及び公立幼稚園に特別

支援教育支援員の配置に係る地方交付税措置を約３７，８００人分に拡充す

ることとしていること。

(6) 「教育教材の整備推進」については、伝統や文化に関する教育や道徳教育、

体育、体験活動の充実等を定めた新学習指導要領を円滑に実施するため、教

材整備緊急３ヶ年計画（平成２１年度から平成２３年度）に基づき地方交付

税措置を引き続き措置するとともに、図書整備については、平成２３年度ま

でに学校図書館図書標準の標準冊数を整備することを目標に、計画的な学校

図書館の図書の整備に必要な経費について地方交付税措置を講じることとし

ていること。

29 ふるさと融資制度については、離島地域及び特別豪雪地帯における融資比率

及び融資限度額の引上げの特例措置を平成２３年３月３１日まで延長すること

としている。

30 住民の安心・安全を確保する消防防災行政の役割がますます重要となってい

ることを踏まえ、次のとおり支援措置を講じることとしている。

(1) 「消防法」（昭和２３年法律第１８６号）の一部改正により、傷病者の搬

送及び受入れの実施に関する基準に基づく救急搬送が行われることを踏まえ、

二次救急医療機関への助成に係る経費について地方交付税措置を講じること

としていること。

また、傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する協議を行う協議会が

都道府県に設置されることを踏まえ、メディカルコントロール体制の推進の

ための経費について地方交付税措置を拡充することとしていること。

(2) 新型インフルエンザ対策等住民の安心・安全に係る消防救急体制の強化に

伴う経費について地方交付税措置を講じることとしていること。

(3) 震度情報ネットワークシステムの全国一斉整備・更新に伴い、都道府県に

おける当該システムの維持管理費について地方交付税措置を講じることとし
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ていること。

31 公営企業会計と一般会計との間の経費負担区分の考え方については、「地方

財政法」及び「地方公営企業法」（昭和２７年法律第２９２号）に規定されて

いるところであるが、平成２２年度の地方財政計画上の取扱いについては、

「平成２２年度地方公営企業繰出金について」（自治財政局長通知）により別

途通知することとしているので、これも踏まえ、その適正な運用と地方公営企

業の健全な経営にご留意いただきたい。

第４ 「地方公共団体財政健全化法」の円滑な運用

平成２１年４月１日より、「地方公共団体財政健全化法」（平成１９年法律

第９４号）が全面的に施行され、平成２０年度決算から適用されたところであ

るが、引き続き、一般会計等のみならず、公営企業等の特別会計や地方公社・

第三セクターの状況について、収支、経営状況、資産及び将来負担の実態も含

め適切に把握し、当該団体の財政状況を全体として的確に分析した上で、総合

的な財政健全化が図られるよう次の事項にご配慮いただきたい。

１ 健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上、再生判断比率のいずれか

が財政再生基準以上である地方公共団体、又は資金不足比率が経営健全化基準

以上である地方公営企業を経営する地方公共団体は、当該年度の末日までに財

政健全化計画、財政再生計画又は経営健全化計画を定めなければならないこと

とされており、その策定にあたっては、財政の健全化のために改善が必要と認

められる事務の執行について個別外部監査の要求を行うことや議会の議決が必

要とされているのでご留意いただきたい。

２ すべての健全化判断比率が早期健全化基準未満、又は資金不足比率が経営健

全化基準未満であっても、実質赤字額、連結実質赤字額又は資金不足額がある

ことは、法の趣旨から望ましいことではないので、自主的な解消に向けた積極

的な取組にご留意いただきたい。また、実質公債費比率等を踏まえて公債費負

担の適正な管理を行うとともに、将来負担額の内容を的確に把握することによ

り、今後の財政負担を踏まえた安定的な財政運営にご配慮いただきたい。

３ 地方公営企業、地方公社及び第三セクターの改革については、地方公共団体

が「地方公共団体財政健全化法」の全面施行から５年度間で抜本的改革を集中
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的に行えるよう、「地方財政法」が改正され、平成２１年度から平成２５年度

までの間の時限措置として、その整理又は再生のために特に必要となる一定の

経費を議会の議決等の手続を経て地方債の対象とできることとされた。

また、これに関連して、「第三セクター等の抜本的改革等に関する指針につ

いて」（平成２１年６月２３日付け自治財政局長通知）等を通知している。

なお、専門的見地から経営の助言を行う経営アドバイザー派遣事業を引き続

き実施することとしている。

４ 土地開発公社の運営に当たっては、以下の点にご留意いただきたい。

(1) 土地開発公社の経営の健全化に当たっては、「土地開発公社経営健全化対

策について」（平成１６年１２月２７日付け総務事務次官通知）及び「土地

開発公社経営健全化対策について」（平成２０年２月６日付け自治行政局地

域振興課長・自治財政局地方債課長通知）に基づき、公社経営健全化団体が

指定され、健全化のための取組が行われているところであるが、その他の地

方公共団体についても、より一層の経営の健全化にご配慮いただきたいこと。

また、第三セクター等改革推進債は、土地開発公社の解散又は業務の一部の

廃止を行う場合に必要となる一定の経費に限って対象とすることができるこ

とを踏まえ、個々の業務の必要性等について自主的な検討を行った上で、必

要な場合には、解散や業務の一部廃止を含めた抜本的な改革についての検討

にご留意いただきたいこと。

さらに、土地取得手続の適正化、金利の軽減や経営状況に関する積極的な

情報公開等にもご留意いただきたいこと。

(2) 地方公共団体が、土地開発公社の保有する公共公用施設用地を再取得する

ことなく事業の用に供することや、再取得に要した費用を長期にわたり繰り

延べることは、法の趣旨に反すると考えられることから、速やかな改善にご

配意いただきたいこと。

第５ 歳入

１ 地方税

地方税については、次の諸点にご留意いただきたい。

(1) 地方公共団体の歳入を確保するとともに、公平かつ適正な税務執行に対す
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る納税者の信頼を確保するため、地方税の徴収対策を推進することが重要で

あること。

(2) 平成２２年度の地方税制改正による増減収額と国の税制改正に伴う増減収

額とを合わせ、平成２２年度の税制改正による増収額を２９９億円（地方法

人特別譲与税の影響額を含むと２８６億円）と見込んでいること。

(3) 平成２２年度の地方財政計画における地方税収入見込額については、税制

改正後において前年度当初見込額に対し、３兆６，７６４億円、１０．２％

の減の３２兆５，０９６億円、（道府県税にあっては１６．２％の減、市町

村税にあっては５．７％の減）になるものと見込まれること。主要税目では、

道府県民税のうち所得割９．６％の減、法人税割２９．７％の減、法人事業

税４５．３％の減、地方消費税２．３％の減、市町村民税のうち所得割９．

６％の減、法人税割２９．９％の減、固定資産税（交付金を除く。）０．１

％の減となる見込みであること。

なお、この地方税収入見込額は、地方公共団体全体の見込額であるので、

地域における経済の実勢等に差異があること等を踏まえ、適正な収入の見積

りを行う必要があること。

(4) 個人住民税については、平成２４年度分から１６歳未満の扶養親族に係る

扶養控除を廃止するとともに１６歳以上１９歳未満の特定扶養親族に係る扶

養控除の上乗せ部分（１２万円）を廃止し、扶養控除の額を３３万円とする

こととしていること。これに伴い、扶養控除の見直し後も市町村が扶養親族

に関する事項を把握できるようにすること等、所要の措置を講じることとし

ていること。

また、個人住民税の公的年金からの特別徴収制度の対象とならない６５歳

未満の公的年金等に係る所得を有する給与所得者について、公的年金等に係

る所得割額を、給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に加算して給

与からの特別徴収の方法により徴収することができることとしていること。

なお、平成２２年度課税分の個人の道府県民税に係る徴収取扱費交付金に

ついては、市町村において地方税の電子化に伴うシステム改修等の経費負担

が見込まれるため、納税義務者数に３，３００円を乗じて得た金額とするこ

ととしていること。
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(5) 地方のたばこ税については、国のたばこ税と同様、国民の健康の観点か

ら、たばこの消費を抑制するため、将来に向かって、税率を引き上げていく

必要があり、この方針に沿って、平成２２年１０月１日から、１本あたり

１．７５円（国のたばこ税と合わせれば３．５円）の税率引上げを行うこと

としていること。

(6) 軽油引取税及び自動車取得税に係る現行の１０年間の暫定税率は廃止した

上で、当分の間、現在の税率水準を維持することとしていること。

なお、軽油引取税については、燃油価格の動向の指標となるガソリン価格

の平均が、連続３ヶ月にわたり、１リットルにつき１６０円を超えることと

なった場合には本則税率を上回る部分の課税を停止することとし、この場合

において、ガソリン価格の平均が、連続３ヶ月にわたり、１リットルにつき

１３０円を下回ることとなった場合には、元の税率水準に復元することとし

ていること。

(7) 都市計画税は、「都市計画法」（昭和４３年法律第１００号）に基づいて

行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課される目的税であること

から、その趣旨を踏まえると、対象事業に要する費用を賄うためその必要と

される範囲について検討を行い、適宜、税率の見直し等を含めた適切な対応

を行う必要があることにご留意いただきたいこと。

また、本税の目的税としての性格にかんがみ、都市計画税収の都市計画事

業費への充当について明示することにより、都市計画税収の使途を明確にす

るようご配意いただきたいこと。

(8) 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防

活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要

する費用に充てる目的税であることから、その趣旨を踏まえ、入湯税収の具

体的事業費への充当について予算書、決算書の事項別明細書あるいは説明資

料等において明示することにより、入湯税収の使途を明確にするようご配意

いただきたいこと。

(9) 所得税確定申告書データ連携のためのシステム開発経費として、平成２２

年度に所得税の確定申告書データの地方公共団体（都道府県及び市町村）へ

の電子的送付を開始するため、所要の地方交付税措置を講じることとしてい
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ること。

２ 地方譲与税

地方譲与税の収入見込額は、１兆９，１７１億円（前年度比４，５５３億円、

３１．１％増）であり、その内訳は、地方揮発油譲与税２，７７７億円（同

１，０１３億円、５７．４％増）、石油ガス譲与税１２３億円（同１０億円、

７．５％減）、航空機燃料譲与税１４３億円（同９億円、５．９％減）、自動

車重量譲与税３，０９０億円（同２１０億円、６．４％減）、特別とん譲与税

１０２億円（同２３億円、１８．４％減）及び地方法人特別譲与税１兆２，

９３６億円（同４，８４０億円、５９．８％増）となっている。

なお、自動車重量譲与税については、自動車重量税の暫定税率による上乗せ

分の国分の約２分の１に相当する規模の税負担の軽減に伴い地方に減収が生じ

ないよう、譲与割合を３分の１から１，０００分の４０７へ引き上げることと

している。

３ 地方特例交付金

地方特例交付金の収入見込額は、総計で３，８３２億円であり、前年度に比

し７８８億円、１７．１％の減となっている。地方特例交付金については、以

下の点にご留意いただきたい。

(1) 児童手当及び子ども手当特例交付金

平成１８年度及び平成１９年度の児童手当の制度拡充に伴う地方負担の増

加に対応するために設けられている児童手当特例交付金については、平成

２２年度における子ども手当の創設に伴う地方負担の増加分等を新たに対象

とするため、名称を「児童手当及び子ども手当特例交付金」に改め、総額２，

３３７億円を交付することとしていること。

(2) 減収補てん特例交付金（住宅借入金等特別税額控除による減収及び自動車

取得税の減税に伴う自動車取得税交付金の減収に伴う地方特例交付金）

減収補てん特例交付金の総額は、住宅借入金等特別税額控除による減収を

補てんするために必要な９９５億円に、自動車取得税の減税に伴う自動車取

得税交付金の減収の一部を補てんするために必要な５００億円を加算した１，

４９５億円であること。

４ 地方交付税
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平成２２年度の地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、所得税及び

酒税の３２％相当額、法人税の３４％相当額、消費税の２９．５％相当額及び

たばこ税の２５％相当額の合計額９兆４，６５４億円（平成９年度及び１０年

度に係る精算額のうち平成２２年度精算額８７６億円を減額した後の額）に国

の一般会計における加算額７兆６，２９１億円（投資的経費（単独）の減を踏

まえ、当面の地方単独事業等の実施に必要な特別枠「地域活性化・雇用等臨時

特例費」の創設による別枠の加算（９，８５０億円）及び平成２１年度におい

て別枠で加算した１兆円のうち平成２２年度に協議することとされていた地域

雇用創出推進費以外の加算（５，０００億円）（平成２０年１２月１８日付け

覚書第３項）、既往法定分（７，５６１億円）並びに臨時財政対策加算分（５

兆３，８８０億円））を加えた１７兆９４５億円であり、前年度当初に比し９，

８３３億円、６．１％の増となっている。

地方公共団体に交付される地方交付税の総額は、これに交付税特別会計にお

ける剰余金等３，７０２億円を加算し、交付税特別会計借入金に係る利子支払

額５，７１２億円を減額した１６兆８，９３５億円であり、前年度に比し１兆

７３３億円、６．８％の増となっている（別添資料第４）。

各地方公共団体における地方交付税の額を見込むに当たっては、前年度の決

定額に単純に地方交付税総額の対前年度比を乗じるなどの方法を用いることに

より、結果として過大な見積りを行うことのないよう、次の事項に特にご留意

いただきたい。

(1) 地方公共団体の自主的・主体的な財政運営を図る観点から、平成２２年度

以降の新規事業に係る地方債の元利償還金について、事業費補正方式により

基準財政需要額への算入を従来行っていたものは基本的にこれを廃止（全国

的偏在、先発・後発団体間の不均衡等の問題があるものを除く。）し、単位

費用により措置する方式に振り替えることとしていること。

(2) 基準財政需要額

ア 地方財政計画の歳出における特別枠「地域活性化・雇用等臨時特例費」

（９，８５０億円）の創設に対応し、雇用対策や、地域資源を活用し、地

域の自給力と創富力を高め、持続的な地域経営を目指す緑の分権改革の芽

出しとしての取組など、「人」を大切にする施策を地域の実情に応じて実
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施できるよう「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」を創設することとし

ていること。

「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」は、地方交付税の臨時費目とす

る予定であり、４，５００億円程度（うち、雇用対策の取組に３，０００

億円程度）を算定することとしていること。

イ 特別枠のうち「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」以外の基準財政需

要額への対応については、地方公共団体が地域のニーズに適切に対応した

行政サービスを提供できるよう、関係費目の単位費用において「活性化推

進特例費」として増額を行うこととしており、総額５，３５０億円程度

（うち産業振興・雇用対策関連分２，３００億円程度）を算定することと

していること。

なお、「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」の創設及び「活性化推進

特例費」の設定に伴い、既往の「地域雇用創出推進費」は廃止することと

していること。

ウ 地方税の偏在是正により生じる財源を活用して、地方と都市の「共生」

の考え方の下、地方が自主的・主体的に行う活性化施策に必要な経費を算

定する「地方再生対策費」の交付税措置については、前年度と同様の算定

方法により、４，０００億円程度を算定することとしていること。

エ プロジェクト募集期間の満了に伴い終了となる「頑張る地方応援プログ

ラム」に関しては、成果指標を用いた普通交付税の算定については、平成

２２年度から平成２４年度までの間、激変緩和として一定の措置を講じる

こととしていること。

オ 条件不利地域や小規模の市町村において、必要な行政サービスが実施で

きるよう、段階補正及び人口急減補正の見直しを行うこととしていること。

カ 平成２２年度については、財源不足が大幅に拡大したため、臨時財政対

策債の発行可能額が急増しているが、地方交付税と臨時財政対策債を合算

した額が実質的な地方交付税であるので、前年度と比較・検討する場合は、

地方交付税と臨時財政対策債を合算した額により比較・検討いただきたい

こと。

その他、基準財政需要額の増減は、各地方公共団体における公債費のウ
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ェイト等により各地方公共団体ごとにかなりの差が生じるものと見込まれ

ること。

(3) 基準財政収入額

ア 税源移譲によって財政力格差が拡大しないようにしつつ、円滑な財政運

営、制度の移行を確保するため、税源移譲に伴う影響分を当面１００％算

入することとしており、平成２２年度は、所得税から個人住民税への税源

移譲相当額がその対象となるものであること。

イ 平成２２年度においては、児童手当及び子ども手当特例交付金について、

その１００％を算入することとしていること。

ウ 一般的に、道府県分にあっては道府県民税所得割及び法人事業税の減が

見込まれ、市町村分にあっては、市町村民税所得割の減が見込まれること。

エ 基準財政収入額の見積もりに当たっては、前年度の実績値を基礎数値と

して用いるものが多いことに加え、法人関係税等の精算額が加算されるこ

ととなることから、団体ごとの増減は必ずしも一律ではないので、過少に

見積もることのないようにご留意いただきたいこと。

オ 法人関係税（地方法人特別譲与税を含む。）、住民税利子割（利子割交

付金を含む。）、住民税所得割（分離譲渡所得分）及び特別とん譲与税に

ついては精算措置を講じることとしているが、法人関係税（地方法人特別

譲与税を含む。）及び住民税利子割（利子割交付金を含む。）の減収額を

対象に減収補てん債を発行する場合には、減収補てん債発行額は精算措置

の対象額から除くこととしていること。

(4) 基準財政需要額の伸び率については、基準財政需要額の一部を臨時財政対

策債に振り替える措置を講じる前で比較した場合、平成２１年度に比し個別

算定経費（地方再生対策費、雇用対策・地域資源活用臨時特例費、公債費及

び事業費補正を除く。）にあっては、道府県分４．０％程度、市町村分４．

０％程度の増、包括算定経費にあっては、道府県分６．０％程度、市町村分

３．０％程度の増と見込まれること。

(5) 平成２２年度においては、臨時財政対策債の急増への対応として、財政力

の弱い地方公共団体に配慮し、財源調整機能を強化する観点から、発行可能

額の算出方法を見直し、全ての団体に対して人口を基礎として算出する現行
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方式に加えて、各団体の財源不足額及び財政力を考慮して算出する新方式を

導入することとしていること。

臨時財政対策債の発行可能額の算出方法等については、別途お知らせする

予定であること。

(6) 平成２２年度の特別交付税の総額は、平成２１年度に比し６．８％の増と

なっているが、予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重

に見積もることにご留意いただきたいこと。

特に、平成２１年度において、災害対策関連経費等年度によって激変する

項目により多額の交付を受けている地方公共団体にあっては、これらの事由

による減少についても確実に見込むこと。

５ 国庫支出金

国庫支出金の総額については、現在のところ確定した額を把握することは困

難であるが、公共事業関係費が減少する一方で、子ども手当の創設、高校の実

質無償化の実施や社会保障関係費の増加等により、地方財政計画上１２．３％

程度の増になるものと見込まれる。

また、平成２２年度における各種交付金の計上額は、別添資料第５のとおり

であり、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整交付

金の予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重に見積もるこ

とにご留意いただきたい。

６ 地方債

平成２２年度の地方債計画（別添資料第６）は、極めて厳しい地方財政の状

況の下で、地域主権の確立に向け、地域に必要なサービスを確実に提供できる

よう地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、地方公共団体が、

必要性の高い分野への重点的な投資を行えるよう、所要の地方債資金の確保を

図ることとして策定している。

その総額は、１５兆８，９７６億円となり、前年度に比し１兆７，１３２億

円、１２．１％の増となっている。

このうち、普通会計分は１３兆４，９３９億円で、前年度に比べて１兆６，

６１０億円、１４．０％の増となっており、公営企業会計等分は２兆４，０３７

億円で、前年度に比べ５２２億円、２．２％の増となっている。
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なお、公的資金補償金免除繰上償還措置については、深刻な地域経済の低迷

等の事態を踏まえ、３年間延長することとし、財政健全化計画又は公営企業経

営健全化計画を策定し、徹底した行政改革・経営改革を行う地方公共団体を対

象に、平成２２年度から３年間で１．１兆円規模の公的資金（旧資金運用部資

金、旧簡易生命保険資金、旧公営企業金融公庫資金）の補償金免除繰上償還を

行い、高金利の地方債の公債費負担を２，４００億円程度軽減（推計値）する

措置を講ずることとしている。また、その財源として必要に応じ借換債を発行

できることとしている。

地方債計画の主な内容は、次のとおりである。

(1) 地方財源の不足に対処するため、「地方財政法」第５条の特例として臨時

財政対策債７兆７，０６９億円を計上していること。

なお、資金については、市町村分を中心に、地方公共団体金融機構資金を

８，２６０億円、財政融資資金を２兆２，３５１億円確保していること。

併せて、一般公共事業債、学校教育施設等整備事業債、一般廃棄物処理事

業債、地域活性化事業債及び地方道路等整備事業債の一部に係る充当率の臨

時的引上げによる財源対策債（個別の地方公共団体の財政措置に不均衡が生

じないよう調整を図るための調整分を含む。）は１兆７００億円で、前年度

に比べ２，２００億円、１７．１％の減となっていること。

(2) 地域活性化事業債については、地域主権改革を推進する観点から、自然環

境、エネルギー、食料、歴史文化資産等の地域資源を最大限活用する仕組み

を創り上げていくことにより、「分散自立型・地産地消型社会」、「地域の

自給力と創富力を高める地域主権型社会」への転換を図る「緑の分権改革」

に資する事業を今後支援することとしていること。

(3) 国庫補助負担金改革における施設整備費に係る国庫補助負担金の一般財源

化を踏まえ、地方公共団体において施設整備事業を円滑に実施できるよう、

施設整備事業（一般財源化分）６００億円を計上していること。

(4) 団塊の世代の大量定年退職等に伴う退職手当の大幅な増加に対処するため、

将来の人件費の削減に取り組む地方公共団体を対象に、退職手当債４，９００

億円を計上していること。

(5) 自主的に行政改革を推進し財政の健全化に取り組む団体が、通常の地方債
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に加え、行政改革推進債を充当することができることとし、３，２００億円

を計上していること。

(6) 「市町村の合併の特例に関する法律」（昭和４０年法律第６号）及び「合

併特例法」の下で平成２１年度までに合併した市町村を支援するため、当該

市町村の合併に伴い特に必要となる事業を計画的に実施できるよう、所要額

を計上していること。

また、平成２２年４月以降に合併する市町村については、合併時の障害除

去の観点から特に必要となる事業について、地域活性化事業債の対象とする

こととし、所要額を計上していること。

(7) 辺地とその他の地域の格差是正を図るため、辺地対策事業債４３３億円を

計上していること。また、現行の「過疎地域自立促進特別措置法」の延長に

伴う新たな過疎対策に対応するため、過疎対策事業債２，７００億円を措置

することとしていること。

(8) 地方公営企業の廃止、地方公社の解散又は一部事業の廃止及び第三セクタ

ーの整理又は再生に伴う債務処理等を円滑に実施することができるよう、平

成２５年度までの間、一般事業債において第三セクター等改革推進債を発行

できることとしていること。

(9) 国庫補助負担金の一般財源化及び自動車関係諸税の減税に伴う影響額に係

る不交付団体への資金手当分並びに地方法人特別税等による減収に係る資金

手当分として調整債２００億円を計上していること。

(10)「地方公共団体財政健全化法」に基づく財政再生団体が、収支不足額を地

方債に振り替えることによって、当該収支不足額を財政再生計画の期間内に

計画的に解消するため、再生振替特例債を発行できることとしていること。

(11)地方債資金のうち、公的資金については、臨時財政対策債の急増に対処す

るため増額確保していること。なお、臨時財政対策債については、前年度と

同割合の公的資金を確保するとともに、一般市町村については原則として全

額公的資金を配分するなど、地方公共団体の資金調達に配慮することとして

いること。さらに、地方公共団体金融機構資金について、新たに社会福祉施

設整備事業を貸付対象としていること。

また、民間等資金の円滑な調達を図るため、市場公募団体の拡大や共同発
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行市場公募地方債及び住民参加型市場公募地方債の発行を引き続き推進する

こととしていること。

この結果、平成２２年度地方債計画における地方債資金については、財政

融資資金４兆３，３９０億円（前年度比４，０５０億円、１０．３％増、

地方債計画中の構成比２７．３％）、地方公共団体金融機構資金２兆１，

５９０億円（前年度比３，２６０億円、１７．８％増、構成比１３．６％）

及び民間等資金９兆３，９９６億円（前年度比９，８２２億円、１１．７％

増、構成比５９．１％）となっていること。

また、民間等資金の内訳は、市場公募資金４兆３，０００億円（前年度比

６，３００億円、１７．２％増、構成比２７．０％）、銀行等引受資金５兆

９９６億円（前年度比３，５２２億円、７．４％増、構成比３２．１％）と

なっていること。なお、市場公募資金のうち、住民参加型市場公募債は２，

５００億円となっていること。

(12)民間資金の調達に当たっては、市場公募化の推進、証券発行方式の活用、

満期一括償還化、発行単位の大型化、発行時期の平準化、償還期間の多様化

を図ること等により流通性の一層の向上や調達手段の多様化にご配慮いただ

きたいこと。

全国型市場公募債については、地方債資金の調達の透明性の確保や市場規

模の適切な拡大による発行条件の改善等を図る観点から、既発行団体にあっ

ては発行規模の拡大を、未発行団体にあってはその発行を、それぞれ検討す

ることにご留意いただきたいこと。

なお、平成２２年度においては、新たに加わる１団体を含め４８団体が全

国型市場公募債を発行する予定であること。

また、中核市、特例市はもとより、その他の市町村においても、地域住民

の行政参加意識の高揚とともに、地方債の個人消化及び資金調達手法の多様

化を図る趣旨から「住民参加型市場公募債」の発行の推進にご配慮いただき

たいこと。

(13)発行単位の大型化による安定的かつ有利な資金調達を図るため、「地方財

政法」第５条の７の規定に基づく共同発行市場公募債のうち全国型について

は平成２２年度において発行規模１兆６，２００億円程度、３５団体を予定
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していること。

(14)非居住者又は外国法人が支払を受ける振替地方債の利子については、原則

として、平成２２年６月１日以後にその計算期間が開始するものを対象に、

非課税手続を簡素化するとともに、非課税対象者の範囲等を拡充する措置を

講ずることが「平成２２年度税制改正大綱」に盛り込まれていること。

また、非居住者又は外国法人が平成２５年３月３１日までに発行される振

替地方公共団体金融機構債券等につき支払を受ける利子及び償還差益（償還

価額と取得価額との差額）については、原則として、平成２２年６月１日以

後にその計算期間が開始するものを対象に、所得税及び法人税を非課税とす

る措置を講ずることも「平成２２年度税制改正大綱」に盛り込まれているこ

と。

(15)それぞれの地方公共団体において財政健全性を維持するための取組を行っ

ていること、ＢＩＳ規制上、信用リスクの標準的手法において、リスク・ウ

ェイトがゼロとされていること等について、住民及び市場関係者の一層の理

解を得ることは、地方債全体の信用にも寄与するものであるので、積極的な

ＩＲ活動（投資家・金融機関等への説明）等の情報提供の推進にご配意いた

だきたいこと。

(16)地方債の管理に当たっては、施設の耐用年数等を勘案しつつ適切な地方債

の償還条件を選択し、公債費負担の中長期的な平準化に十分ご留意いただき

たいこと。

なお、この観点から、一般公共事業（農業農村整備事業）に係る財政融資

資金の償還年限を延長することとしていること。

また、償還途中において平準化を図る必要が生じた場合は、地方債全体の

信用にも配慮し、借換えにより対処することとともに、同様の観点から、償

還期間を延長する等借入条件を変更することは、市場関係者に対して債務の

繰り延べとの印象を与えかねないため、慎むことにご配意いただきたいこと。

７ 使用料・手数料等

使用料・手数料及び分担金・負担金については、高校の実質無償化により、

公立高等学校については、授業料を不徴収とすることから、当該授業料相当

額の減額により、前年度に比し２，７３３億円、１７．２％の減の１兆３，
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１２６億円になるものと見込まれる。

第６ 歳出

１ 給与関係経費

給与関係経費については、次の事項にご留意いただきたい。

(1) 地方財政計画上の職員数については、引き続き定員の純減を進めるととも

に、義務教育教職員の改善増等を見込むことにより、２０，６６６人の純減

（公立保育所保育士人件費を一般行政経費（単独）から移し替えたことによ

り、給与関係経費としては４，１４３人の増）としていること。

(2) 義務教育諸学校の教職員については、地方財政計画上、児童生徒数の減少

等に伴う２，６０８人の減員に対して、４，２００人の改善増を見込むこと

により、全体として１，５９２人の増員を見込んでいること。

公立高等学校、公立大学等の教職員については、地方財政計画上、特別支

援学校の児童生徒数の増加及び特別支援教育の推進等に伴い、２９３人の増

員を見込んでいること。

(3) 一般職員（教職員、警察官、警察事務職員及び消防職員を除く職員。）に

ついては、地方財政計画上、２３，３４５人の減員（公立保育所保育士の移

し替え２４，８０９人を含めると１，４６４人の増）としていること。

(4) 警察官については、地方財政計画上、現下の治安状況を勘案し、８６８人

の増員を行うこととしていること。また、警察事務職員については、７４人

の減員を見込んでいること。

(5) 地方公務員共済組合負担金については、別添資料第７のとおり改定される

予定であること。

なお、追加費用については、地方財政計画上、「被用者年金制度の一元化

等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律案」（平成１９年４

月１３日国会提出閣法第９５号）が廃案となったことに伴い、平成２０年度

に地方公務員共済組合が負担した、本来地方公共団体が負担すべき追加費用

の額の精算額及び平成２２年度に地方公共団体が負担すべき追加費用の額を

含む額（９，８２０億円、対前年度比１，６３７億円の増）を計上している

こと。
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(6) 平成２２年度においては、前年度に引き続き国の予算において給与改善費

を計上しないこととされたため、地方財政計画においても給与改善費を計上

しないこととしていること。

(7) 地方財政計画上の給料単価等の積算に当たって、平成１７年人事院勧告の

給与構造改革と同様の見直しに加え、地域民間給与の更なる反映、期末勤勉

手当の支給月数の地域格差等の反映、級別職員構成の是正及び教員給与の見

直し等を見込んでいること。

２ 一般行政経費

一般行政経費については、次の事項にご留意いただきたい。

(1) 一般行政経費（単独）については、既定の行政経費について自助努力によ

る節減分を見込みつつ縮減を図る一方、地域主権の確立に向けて地方が自主

的・主体的に取り組む地域活性化施策等に財源の重点配分を図ることとし、

前年度と同額の１３兆８，２８５億円を計上することとしていること。

(2) 国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費については、国民健康保険

の保険基盤安定制度（保険料軽減分）３，３９３億円、都道府県調整交付金

５，１０８億円、国保財政安定化支援事業１，０００億円及び後期高齢者医

療制度の保険基盤安定制度（保険料軽減分）２，２３２億円を合算した１兆

１，７３３億円を計上することとしていること。

(3) 高等学校以下の私立学校に対する助成については、地方財政計画に所要額

を計上するとともに、地方交付税措置を講じることとしていること。

また、引き続き、都道府県が行う私立高等学校の授業料軽減費補助につい

て、地方財政計画に所要額を増額計上するとともに、地方交付税措置を講じ

ることとしていること。

(4) 災害等年度途中における追加財政需要の発生に備えるため、平成２２年度

においては、５，７００億円程度（前年度同額）を地方財政計画に計上する

こととしているので、各地方公共団体においては、年度途中の追加財政需要

に適切に対応しうるようあらかじめ財源を留保するようご留意いただきたい

こと。

(5) 軽油引取税に係る運輸事業振興助成交付金の仕組みは、従来通り継続する

こととされており、地方財政計画に所要額を計上することとしていること。
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３ 投資的経費

投資的経費については、次の事項にご留意いただきたい。

(1) 国の公共事業関係費は前年度比１８．３％減とされたところであるが、地

方財政計画においては、投資的経費のうち直轄事業負担金については、前年

度に比し約３１．５％減の７，１００億円程度、補助事業費については、前

年度に比し約１２．５％減の４兆３，３００億円程度となる見込みであるこ

と。

(2) 地方単独事業費については、投資的経費（直轄・補助）の大幅な減少を踏

まえて前年度比１５．０％減の６兆８，７００億円程度を計上することとし

ていること。

(3) 公共工事については、コスト構造改善への取り組みの参考とするため、

「公共事業コスト構造改善に対する取組について」（平成２０年５月９日付

け総務事務次官通知）を通知していること。

また、公共工事における一般競争入札及び総合評価方式の導入・拡充、ダ

ンピング受注の防止の徹底、予定価格等の公表の適正化等については、「公

共工事の入札及び契約の適正化の推進について」（平成２０年１２月２２日

付け総務省自治行政局長・国土交通省建設流通政策審議官通知）等において

要請していること。

４ 公債費

公債費については、臨時財政対策債の元利償還金の増加等を踏まえ、地方財

政計画上前年度に比し０．８％程度の増を見込むこととしている。

５ 維持補修費

維持補修費については、地方財政計画上前年度と概ね同額を見込むこととし

ている。

６ 公営企業繰出金

公営企業繰出金については、「地方公営企業法」等に定める一般会計との間

における経費負担区分等の経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公営企

業の経営基盤の強化、住民生活に密接に関連した社会資本の整備の推進、公立

病院における医療の提供体制の整備をはじめとする社会経済情勢の変化に対応

した新たな事業の展開等を図るため、地方財政計画に所要額を計上することと
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している。

７ その他

次の諸点に、特にご留意いただきたい。

(1) 国と地方公共団体間、地方公共団体相互間等における財政秩序は、「地方

財政法」第２条の趣旨を踏まえ、その適正を確保する必要があるので、各地

方公共団体においては、「地方公共団体財政健全化法」附則第５条の規定等

を踏まえ、引き続き財政秩序の維持・確立に努めていただきたいこと。な

お、同条ただし書の規定により、地方公共団体が国立大学法人等に対して寄

附金等を支出できる場合の要件・手続を定めた「地方公共団体の財政の健全

化に関する法律施行令」（平成１９年政令第３９７号）に係る取扱い等につ

いては、「地方財政再建促進特別措置法施行令及び地方公共団体の財政の健

全化に関する法律施行令の一部を改正する政令等について」（平成２０年３

月１９日付け自治財政局財務調査課長通知）等を参照いただきたいこと。

(2) 公営競技は、地方財政への寄与を主たる目的として実施されるものである

が、依然として、経営状況が悪化し、収益率が低下する等極めて厳しい状況

にあるので、各施行団体にあっては、施設改善やファンサービス等の売上増

加策を講じ、公営競技の魅力の向上を図りつつ、開催経費の削減等による経

営の合理化を徹底するほか、必要に応じた、今後の事業の在り方に関する検

討にご留意いただきたいこと。

なお、引き続き、各施行団体が特別な経営改善計画を策定し、自主的に経

営改善に取り組もうとする場合に、その計画に基づいて行う人員削減や機械

導入等に伴い一時的に増加する経費のほか、公営競技施設に係る当該年度の

地方債元金償還金について、地方債を充当することができることとしている

こと。

また、公営競技収益金については、引き続き均てん化を推進することが必

要であり、平成２２年度で期限切れとなる公営競技納付金制度については、

厳しい経営状況を踏まえた配慮措置を講じた上で、その延長を図ることとし

ていること。

(3) 公共調達については、入札談合の排除を徹底し、随意契約等の一層の適化

を図るために、国の機関等が当面迅速かつ適切に実施すべき施策を「公共調
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達の適正化に向けた取り組みについて」（平成１８年２月２４日付け公共調

達の適正化に関する関係省庁連絡会議決定）としてとりまとめていること。

第７ 地方公営企業

１ 地方公営企業の事業の円滑な推進とその経営基盤の強化に資するため、次の

ような措置を講じることとしている。

(1) 地方債計画においては、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連

した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏まえ、

所要額を確保していること。

なお、地方公共団体金融機構において良質な資金の貸付けが可能であるこ

とから、工業用水道事業、電気事業・ガス事業、介護サービス事業及び市場

事業・と畜場事業に係る公的資金については、当該機構の資金を活用するこ

ととしていること。

(2) 旧公営企業金融公庫資金の繰上償還の財源として、地方債計画に公営企業

借換債３００億円を計上していること。

(3) 平成１９年度から平成２１年度までの３年間で５兆円程度の公的資金の補

償金免除繰上償還を行い、高金利の地方債の公債費負担を軽減する措置を講

じたところであるが、繰上償還の承認を受けた企業においては当該公営企業

経営健全化計画の着実な実施が求められること。

(4) 水道事業においては、簡易水道事業の統合を推進することにより、水道事

業の経営基盤の強化を図る観点から、国庫補助（簡易水道再編推進事業）の

対象となった建設改良事業について、新たに地方財政措置を講じることとし

ていること。

また、上水道安全対策事業のうち、災害対策の観点から行われる送・配水

管の相互連絡管等の特定の事業について、地方財政措置を拡充することとし

ていること。

(5) 交通事業については、地下鉄事業経営健全化対策において、「地方公共団

体財政健全化法」に基づく経営健全化団体に対しては、当該団体が定める経

営健全化計画に基づき、当該計画の期間中に一般会計が行う出資について、

所要の地方債措置を講じることとしていること。
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(6) 下水道事業については、地理的条件や個別事情によって料金の対象となる

汚水資本費が高水準となる事業に対する高資本費対策として、使用料単価が

１５０円／㎥以上であることを条件として資本費の一部に地方交付税措置を

講じることとしていること。

また、下水道事業債の元金償還期間と減価償却期間との差により構造的に

生じる資金不足を補うため、資本費平準化債として所要の地方債措置を講じ

ることとしていること。

なお、流域下水道、小規模集合排水処理施設及び個別排水処理施設につい

て、前年度と同様に、事業年度における一般会計からの繰出しに代えて、下

水道事業債（臨時措置分）を措置することとし、当該措置分に係る下水道事

業債の元利償還金については、その全額（流域下水道のうち地方単独事業に

係るものを除く。）を後年度において基準財政需要額に算入することとして

いること。

(7) 病院事業については、昨年度に引き続き、過疎地や産科、小児科、救急医

療などの不採算部門における医療の提供、公立病院における医師確保対策の

推進等に係る所要額を確保するとともに、周産期医療の拡充を図るほか、新

たに感染症医療に対する財政措置を講じる等、地方交付税措置を拡充するこ

ととしていること。

２ 地方公営企業会計制度等の抜本的な見直し

「地方公営企業会計制度等研究会」報告書が、平成２１年１２月２４日にと

りまとめられ、地方公営企業会計制度等について、現行の企業会計原則の考え

方を最大限取り入れたものとすること、公営企業の特性等を適切に勘案すべき

こと、「地域主権」の確立に沿ったものとすることという基本的考え方に基づ

く見直しが提言された。

具体的には、地方公営企業の会計基準については、借入資本金に計上してい

る企業債等の負債への計上、償却資産の取得に係る補助金等の取扱いの改正、

退職給付引当金の引当ての義務化等を行うとともに、この見直しが健全化判断

比率等に影響することがないよう、必要な調整を行うこと、また、法定積立金

の積立義務の廃止や減資制度の創設をはじめとする資本制度の見直し、「地方

公営企業法」の財務規定等の適用範囲の拡大等についても指摘されたところで
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ある。

このうち、資本制度の見直しについては、地方分権改革推進計画に基づき通

常国会に提出される予定である「地域主権改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律案（仮称）」により所要の法律改正を行うとともに、会計基

準の見直しについても、平成２２年度に所要の政省令改正を行い、２年から３

年程度の移行期間を設けた上で、新たな基準を導入することを予定しているの

で、ご留意いただきたい。


